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１ 経緯 
  老人福祉センター横浜市野毛山荘の第４期指定管理者の選定にあたり、横浜市野毛山 
 荘指定管理者選定委員会（以下、「選定委員会」という。）は、応募者から提出された応

募書類の内容審査及び公開プレゼンテーションを行いました。 
  このたび、審査が終了し、指定候補者を選定いたしましたので、ここに選定結果を報

告します。 
 
２ 選定委員会 委員 
 

委員長 石井 忍 
神奈川県立保健福祉大学 
保健福祉学部社会福祉学科准教授 

委員 有村 知里 中小企業診断士 

委員 梅山 胖 西区シニアクラブ連合会会長 

委員 菱倉 圭吾 第４地区自治会連合会会長 

委員 村井 惠子 西区民生委員児童委員協議会監事 

 
 
３ 選定経過 
  令和３年４月 26 日 第１回選定委員会 
             （委員長選出、選定スケジュール、公募要項の決定等） 
  令和３年５月 18 日  公募要項・参考資料の配布開始 
  令和３年５月 31 日 現地見学会及び応募説明会 
  令和３年６月１日 公募要項に関する質問受付開始 
  令和３年６月８日 公募要項に関する質問受付終了 
  令和３年６月 22 日 公募要項に関する質問回答 
  令和３年７月 13 日 応募書類受付開始 
  令和３年７月 14 日 応募書類受付終了、公募要項配布終了 
  令和３年８月 16 日 第２回選定委員会 
             （面接審査、指定候補者の選定） 
 
 
 
 
 



４ 審査の考え方 
  選定委員会における審査では、「老人福祉センター横浜市野毛山荘 指定管理者公募要

項」において定めた評価基準に従って、応募者から提出された応募書類を審査し、指定

候補者を選定しました。 
選定にあたり面接審査を行いました（プレゼンテーション：15 分、質疑応答：20 分）。 
また、配点については各委員の持ち点を 90 点満点とし、集計した点数を人数（５名）

で割って出した平均点を委員会としての点数としました。最低基準は、加減点項目を除

く評価基準項目の合計 90 点の６割で 54 点としました。 
 
５ 応募者の資格 
  公募要項に定める「応募者の資格」「欠格事項」「応募者の失格」について、該当の

ないことを確認しました。 
 
【公募要項 14 ページ ５公募及び選定に関する事項 （５）応募条件等について】 
ア 応募者の資格  

指定期間中、安全円滑に対象施設を管理運営できる法人その他の団体（複数の団体が

共同する共同事業体を含む。）とします。個人での申請はできません。 
イ 欠格事項  

次に該当する団体は、応募することができません。  
（ア）法人税、法人市民税、消費税、地方消費税等の租税を滞納していること  
（イ）労働保険（雇用保険・労災保険）及び社会保険（健康保険・厚生年金保険）への加

入の必要があるにも関わらず、その手続きを行っていないもの  
（ウ）会社更生法・民事再生法による更生・再生手続中であること  
（エ）指定管理者の責に帰すべき事由により、２年以内に指定の取消を受けたものである

こと  
（オ）地方自治法施行令第 167 条の４の規定により、本市における入札参加を制限されて

いること  
（カ）選定委員が、応募しようとする団体の経営または運営に直接関与していること  
（キ）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団経営支配法人等（横浜市暴力団

排除条例（平成 23 年 12 月横浜市条例第 51 号）第２条第５号に規定する暴力団経営

支配法人等をいう。）であること  
※本項目については、提出いただく「役員等氏名一覧表（様式６）」により、横浜市

から神奈川県警本部に対し調査・照会を行います。  
（ク）２年以内に労働基準監督署から是正勧告を受けていること（仮に受けている場合に

は、必要な措置の実施について労働基準監督署に報告済みでないこと）  









８ 審査得点 

 
（配点合計 90 点） 

  



 
９ 審査講評 
  応募団体：１団体（社会福祉法人 横浜市社会福祉協議会） 
  団体の理念や基本方針に優れた点があり、財政面も比較的安定し、これまでの施設の

運営管理の経験があります。また Wi‐Fi 設備の導入等今後の取組に期待できます。 
ただし、新たな発想に基づく提案に乏しく、未利用者の潜在的なニーズの把握と新た

な利用者の獲得に向けた事業の企画実施、利用率の向上、医療機関との連携に課題があ

り、より具体的な取り組みによって改善していくことが望まれます。 


